
財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券

　　　原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①　商　品　・・・　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益力の低下に基づく

　　　　　　　　　　　　簿価切下げの方法）

　　②　貯蔵品　・・・　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益力の低下に基づく

　　　　　　　　　　　　簿価切下げの方法）

（３）固定資産の減価償却の方法

　　①　建物造作　・・・・・　定率法（ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物造作につい

　　　　　　　　　　　　　　　ては定額法を採用している。）

　　②　什器備品　・・・・・　定率法

　　③　ソフトウェア　・・・　定額法

　　④　長期前払費用　・・・　均等償却

（４）引当金の計上基準

　　①　賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

　　②　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

　　　います（簡便法）。

　　③　役員退職手当引当金

　　　　役員の退職手当の支給に備えるため、内規に基づく役員退職手当期末要支給額の 100％を

　　　計上しています。

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

　　し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価格の変動について僅少なリスクしか負わない

　　取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

（６）リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

　　会計処理を採用しています。

　　　なお、当会計年度において該当する取引はありません。

　　　また、上記以外のリース取引については、引き続き通常の賃借取引に係る方法に準じた会計

　　処理を適用しています。

（７）消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっています。



２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　普通預金 497,023,725 - 497,000,000 23,725

　定期預金 256,000,000 497,000,000 - 753,000,000

　投資有価証券 396,976,275 - - 396,976,275

小　計 1,150,000,000 497,000,000 497,000,000 1,150,000,000

特定資産

　退職給付引当資産 115,078,500 18,136,600 11,611,900 121,603,200

　役員退職手当引当資産 1,129,700 1,128,600 - 2,258,300

　情報システム取得資金 160,461,249 82,731,251 77,729,998

　特定費用準備資金 53,843,772 37,122,344 16,721,428

小　計 330,513,221 19,265,200 131,465,495 218,312,926

合　計 1,480,513,221 516,265,200 628,465,495 1,368,312,926

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

基本財産

　普通預金 23,725 (　　　　 －) (23,725) (　　　　 －)

　定期預金 753,000,000 (103,000,000) (650,000,000) (　　　　 －)

　投資有価証券 396,976,275 (　　　　 －) (396,976,275) (　　　　 －)

小　計 1,150,000,000 (103,000,000) (1,047,000,000) (　　　　 －)

特定資産

　退職給付引当資産 121,603,200 (　　　　 －) (　　　　 －) (121,603,200)

　役員退職手当引当資産 2,258,300 (　　　　 －) (　　　　 －) (2,258,300)

　情報システム取得資金 77,729,998 (　　　　 －) (77,729,998) (　　　　 －)

　特定費用準備資金 16,721,428 (　　　　 －) (16,721,428) (　　　　 －)

小　計 218,312,926 (　　　　 －) (94,451,426) (123,861,500)

合　計 1,368,312,926 (103,000,000) (1,141,451,426) (123,861,500)

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物造作 8,440,030 7,289,611 1,150,419

什器備品 146,192,056 128,865,783 17,326,273

ソフトウェア 372,209,852 231,931,418 140,278,434

合　計 526,841,938 368,086,812 158,755,126



５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

利付国債（5年）第118回 396,976,275 396,316,800 △659,475

合　計 396,976,275 396,316,800 △659,475

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

内　　　容 金　額

　経常収益への振替額

　　基本財産受取利息による振替額 18,970

７　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおり

　　です。

（単位：円）

前期末 当期末

現金預金勘定 933,694,869 現金預金勘定 947,357,066

現金及び現金同等物 933,694,869 現金及び現金同等物 947,357,066

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりです。

該当する取引はありません。
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